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複合地盤杭は，杭施工箇所に深層混合処理工法による複合地盤を形成し，地盤改良によって増加したせ

ん断強度を杭の水平抵抗として考慮し設計・施工する新技術工法である．軟弱地盤など杭の諸元が水平抵

抗で決定する現場条件では合理的工法となる．本論文では，建設コスト縮減を目指して複合地盤杭設計法

を現場で採用した施工事例を紹介し，土木建設の実務者の立場から本工法の今後の有効活用の手法につい

て検討した．複合地盤杭設計法は工学的な考察から設定し提案したが，その妥当性は,現場の杭水平載荷

試験により検証した． 
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１．はじめに 

 

改良地盤に施工される杭基礎などの地中基礎構造

物は，水平抵抗の影響範囲を含め地盤改良後の静的

および動的の地盤反力特性が不明瞭であることや現

場確認試験による検証がなされた事例が少ないなど

の理由から，地盤改良前の未改良の原地盤強度を用

いて設計が行われていることが多い． 

このような設計は，盛土のすべり安定性や沈下量

対策で地盤改良を実施した場合に改良後の強度で検

討するのとは大きく異なる．地盤性状が改善されて

いるにも関わらず実際とは異なる性状で杭の設計を

行うため不合理であり，地盤反力を過小評価するこ

とになる． 

 本研究は，実用設計施工法として，地盤改良によ

り大きな強度が期待できる深層混合処理工法1)を用

いて杭周辺の一定範囲に複合地盤を形成し，そこに

設置される杭基礎に，増加した地盤強度を採用する

工法について検討した．以下，複合地盤中に施工す

る杭を複合地盤杭2)と呼ぶ．複合地盤杭工法は，現

場条件により建設コスト縮減が可能となる合理的設

計施工法である． 

本論文では，今回提案する設計手法に従い複合地

盤杭工法を現場で採用し，建設コストの有効活用を

した施工事例を紹介する．その際，土木建設の実務

者の立場から，複合地盤杭工法の有用性と今後の活

用法について検討した．なお，提案する複合地盤杭

工法の妥当性は，現場における杭水平載荷試験によ

り検証した． 

２．深層混合処理工法と複合地盤杭の有用性 

 

 深層混合処理工法は，我が国で開発された代表的

な軟弱地盤工法であり，1960年代から汎用工法とし

て普及した．この工法は，セメントなどの改良材を

地中に供給し，原地盤の軟弱土と改良材を強制的に

混合し，これらを適度に固化させることをねらった

工法である． 

深層混合処理工法は，施工手法別に機械式攪拌式

と高圧噴射式に分類される．機械攪拌式には，スラ

リー状のセメント系改良材と軟弱地盤を攪拌混合し

て改良体を地中に造成するスラリー系と，粉粒体の

改良材を軟弱地盤と直接攪拌混合して改良体を造成

する粉体系がある．一方，高圧噴射方式は高圧の空

気,水およびグラウト材で原地盤を粉砕し，切削部

分にセメント系改良材を充填あるいは改良材と切削

土の一部を混合する方法である． 

深層混合処理工法の一般的な施工手順1)を図－1

に示す．施工では，改良柱の設計強度や原地盤の性

状に応じて，改良材の配合・攪拌混合（羽根切

り）・改良率apなどが設定される． 

深層混合処理工法は盛土のすべり安定や沈下防止，

液状化対策などに幅広く用いられており，改良地盤

のせん断強度の設定手法などその設計法や工学的な

原理は概ね確立されている．しかし，深層混合処理

工法を橋梁基礎へ適用する設計法は確立に至ってい

ない．改良体の品質管理や強度のばらつきなどを考

えた場合には，改良体そのものを橋梁基礎杭に代用

することは困難という理由による．そこで，杭と改 
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図－１ 深層混合処理工法の標準的施工手順 

 

 

 
 

 

図－２ 複合地盤の説明図 

 

 

良体を併用する複合地盤杭工法の合理的手法を検討

した．この際，改良柱の施工により形成された複合

体をあくまでも地盤として扱うことにおいて，せん

断特性は最も重要な力学特性となる．また，複合地

盤の改良率apは，図－2に示すように改良柱と原地

盤の面積比つまりap=改良体断面積Ap/改良柱体一

本当たりの分担面積Aの考え方に基づき設定される． 

複合地盤杭工法を現場採用し，建設コストの有効

活用をした施工事例を示す．複合地盤杭工法を採用

した橋梁は,北海道室蘭管内の高規格道路に建設さ

れた軟弱地盤上の1スパンの箱式橋台である． 

現場で採用した複合地盤杭工法の基礎形式を，同 

 
 

 

 

 

 図－３  従来工法・サンドコンパクション工法・ 

   複合地盤杭工法の基礎形式の比較 
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一設計条件の従来工法の形式と対比し図－3に示し

た．従来設計法では，軟弱地盤に対する杭の水平抵

抗を確保させるため，橋台背面に盛土軽減などの特

殊工法を施さない限り，非現実的な杭本数

n=14×5=70本を必要し大規模となる．これに対し，

複合地盤杭工法では，杭周辺の一定範囲の地盤改良

により杭の水平抵抗が確保されるため，杭本数を

n= 3×4=12本（場所打ち杭 杭径 1200mm,杭長

L=17.0m）と少なくし橋台躯体を小さくすることが

可能となる．図－3には，サンドコンパクション工

法によって杭周辺を地盤改良する方法も検討し示し

たが，大幅に杭本数を減らす結果とはならなかった．

その結果，当現場では，建設コストが従来設計形

式：複合地盤杭工法形式=2.2:1となり，約45%の大

幅な建設コスト削減効果が得られた． 
軟弱地盤中の杭基礎設計では杭の諸元が水平抵抗

で決定するケースが多い．現場条件によっては本工

法により建設コスト削減が可能であり，複合地盤杭

工法の採用が有用と考えられる．特に，耐震上高次

な変形が小さいと想定される橋台基礎で，背面の深

層混合処理工と連動して杭施工箇所に複合地盤を形

成できる現場条件では有利となる．複合地盤杭工法

では、改良柱の強度は標準値qup=200～500kN/m2と

するが，改良率apは設計した杭の平均的な水平地盤

反力度を確保するためap=78.5%以上の接円とする

ことが望ましい．また，杭周面摩擦力については，

複合地盤と杭の付着力τや側圧係数Koが現時点では

不明瞭のため設計で反映していない． 

社会資本整備に関わる建設コストの有効活用とし

てより合理的な基礎構造物の設計施工法の確立が求

められている．今後，土木建設の実務者は，現場条

件に配慮した実務に努める必要があると考える． 

以下に，提案する複合地盤杭工法の基本的な設計

法の考え方を整理した． 

 

 

３．複合地盤杭工法の設計法の考え方 

 

（１）杭の水平抵抗の影響範囲 

複合地盤杭の水平抵抗を適切に評価するために

は，杭の水平抵抗の影響範囲を実態に近い形で評価

する必要がある． 

杭の水平抵抗については，水平地盤反力度の最大

値を地盤反力法設計と同様に，作用力に対し釣り合

い状態にある抵抗として扱えば，地盤が水平方向に

圧縮され水平土圧が増大して極限平衡状態を保つと

考えられる．そのため，基礎に水平力が作用した場

合の前面水平抵抗の範囲は，土の破壊角で表わされ 

 
 

 

図－４  複合地盤杭の水平抵抗の 3 次元影響範囲 

 

 

る受働土圧の領域 3)を設定することができる． 

同様な手法として，地盤種類別の杭の極限水平抵

抗を地盤定数に従い三角形型の土くさびの釣り合い

から求める方法も報告されている 4)．このように，

杭頭に水平作用力を受けた軟弱地盤中の半無限長杭

の線形域の水平挙動は，特性長 1/β(Characteristics 
length)から前面の受働土圧領域内の地盤性状に支配

されることが知られている 5)． 

そのため，ここでは，複合地盤杭設計法の前面地

盤の水平抵抗の影響範囲は，深さ 1/β から受働土

圧 5)の作用勾配 θ=(45°+φ/2)（φ：土のせん断抵

抗角）で立ち上げた領域とした．さらに，平面的な

影響範囲は，前面の水平地盤反力度と同様に作用力

の方向から θ=(45°+φ/2)の扇状の領域と仮定し

た．その際にせん断抵抗角φは，深層混合処理工法

の配合強度や改良される地盤の物性により異なるた

め，改良範囲の設定は地盤改良前の原地盤のせん断

抵抗より決定する．一般には，軟弱地盤ではせん断

抵抗角φ≒0 として扱われることになる．それらを

合成すれば，複合地盤杭の水平地盤反力度は杭を中

心にして 3 次元的なくさび領域が設定させる．つま

り，この領域に深層混合処理工法による複合地盤を

形成することで，増加した複合地盤のせん断強度を

見込んだ杭の設計が可能となる．ただし，実際の深

層混合処理工法の施工では改良柱を逆円錐形に施工

することは困難である．そのため、地盤改良の施工

範囲については，すべり安定性や沈下対策の施工法

と同様に改良柱を同じ長さに統一し，図－4 に示す

杭軸と杭軸直角の 2 方向で合成した 3 次元の四方体

とする設計手法を提案した． 
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（２）複合地盤杭の水平地盤反力度の算出法 

 複合地盤杭工法の設計では，地盤改良により増加

した複合地盤のせん断強さ C の効果を設定する必

要がある．その際，複合地盤の地盤変形係数 Ec の

増加を設計で評価することが重要となる． 

深層混合処理工の改良柱が施工された複合地盤の

せん断強度Cは，一般に原地盤強度と改良柱強度を

改良率に従い合成した(1)式で表される1)(図－2)． 

 

C = Cp・ap + αs・Co (1 - ap)        (1) 

Cp = qup/2, Co = quo/2, ap = Ap/A 
 

ここに，C：複合地盤の平均せん断強さ(kN/m2)，
Cp：改良柱のせん断強さ(kN/m2)，Co：原地盤のせ

ん断強さ(kN/m2)，αs：破壊ひずみ低減率，ap：地

盤改良率，qup：改良柱体の一軸圧縮強さ(kN/m2)，
quo：原地盤の一軸圧縮強さ(kN/m2)，Ap：改良柱体

の断面積(m2)，A：改良柱体一本当りの分布面積

(m2)である．このうちαsは改良柱体qupの破壊ひず

みに対する原地盤quoの強度低減率であり，通常1/2
～1/3程度とされる． 

改良柱のせん断強さCpは，(1)式に示すように改

良柱の一軸圧縮強さqupとCp = qup/2の関係にある．

また，一軸圧縮強さqupと変形係数Epは，例えばセ

メント系固化材で粘性土地盤を改良した場合は

Ep=100qup 1)の提案式など比例関係となることが知

られている．その結果，複合地盤の変形係数Ecは，

せん断強さCの強度比と同等と考えることができる． 

そのため，複合地盤杭工法では，改良柱体のせん

断強度 Cp・一軸圧縮強さ qup・変形係数 Ep の関係

に基づいて，複合地盤の変形係数 Ec を(2)式で示す

ように，改良率 ap に従った複合地盤のせん断強度

C と同様に扱うこととした． 

 

Ec = Ep・ap + αs・Eo (1 - ap)     (2) 
 

ここに，Ec：複合地盤の変形係数(kN/m2)，Ep：改

良柱体の変形係数(kN/m2)，Eo：原地盤の変形係数

(kN/m2)である．その結果，複合地盤の変形係数Ec
は，改良率apで合成した改良柱体の変形係数Epと
原地盤の変形係数Eoの和として算定される．複合

地盤の変形係数Ecを(2)式で設定することにより，

未改良の原地盤の変形係数Eoを用いるよりも，よ

り実態に近い杭の水平地盤反力度を用いて杭を設計

することができる． 

杭の水平抵抗は地盤の変形係数から算定される水

平方向地盤反力係数k値により決定される．そのた

め，求められた複合地盤の変形係数Ec より改良地 

 

 
 
 

図－５ 複合地盤杭工法を採用した現場橋台図 
 

 

盤中に施工された杭の静的な水平方向地盤反力係数

k 値は，地盤抵抗を等価な線形として扱うことによ

り(3)式 5)によって与えられる． 

 

  k=(α・Ec/0.3)・〔√(D/β)・（1/0.3)〕-3/4   (3) 

 

ここに，k：複合地盤杭の水平方向地盤反力係数

(kN/m3)，Ec：複合地盤変形係数(kN/m2)，α：地盤

反力推定係数，D：杭径（ m），β：特性値 
4√(kD)/4EI (m-1)，E：杭のヤング係数(kN/m2)，I：
杭の断面二次モーメント(m4)である．なお，水平方

向地盤反力係数k値から算定される1/βは，変位の

大きさにより変化するため，現行設計法と同様に杭

径1%の基準変位量に対する値とする． 

 

 

４．現場水平載荷試験による設計法の検証 

 

複合地盤杭工法の水平地盤反力度の設定方法とそ

の影響範囲の妥当性を，現場確認試験により検証し

た事例を示す．試験現場は，先に施工事例で紹介し

た北海道室蘭管内の箱式橋台基礎である．図－5 に

現場橋梁図(A2 橋台)を示す． 

橋台背面にはすべり安定・側方流動対策として

CDM 工法 1)（スラリー系機械撹拌工法)による深層

混合処理工法が施されている．複合地盤杭工法の橋

台場所打ち杭周辺の地盤改良も，改良柱体の設計一

軸圧縮強さ qup = 200kN/m2，改良率 ap =78.5%の橋

台背面部の施工と同様の CDM 工法としている． 
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表－1  杭の水平方向地盤反力係数 

 

 水平方向地盤 

反力係数(MN/m3) 

比 率 

原地盤設計値  ko     9.3 0.2 

複合地盤設計値 k      47.8 1 

複合地盤実測値 k1     107.0 2.2 

 

 

 

 
 

写真－１ 深層混合処理工法の施工状況 

 
 

CDM 工法の実施状況を写真－1に示す。 
地盤改良は，提案手法の図－4 に従い液状化対象

層を含む軟弱地盤全層に相当する深さ 1/β=3.65m
から，杭周囲に受働土圧の作用勾配θ=(45°+φ/2)で
決められる四方体の範囲とした．橋台の杭施工箇所

の改良体下面は N=10 程度の砂層地盤と接する． 

複合地盤杭の水平地盤反地盤反力係数 k 値の直接

的検証を目的に，A2 橋台で杭の水平載荷試験を実

施した．水平載荷試験方式は，地盤工学会基準「杭

の水平載荷試験方法・同解説 6)」に準拠した多サイ

クル方式による荷重制御法とした．載荷方法は、試

験杭と反力杭の間に油圧ジャッキを設置し，杭頭変

位量が杭経 1%程度まで一方向に静的に載荷した．

試験杭には曲げ応力測定のため深さ方向に鉄筋計と

ひずみ計を設置した． 

試験で確認した水平方向地盤反力係数の原地盤設

計値 ko，複合地盤設計値 k，複合地盤実測値 k1を表

－１に示す．橋台の複合地盤設計値 k は，提案した 

 

  
 

 

図－６  水平荷重 H と杭頭変位量 y の関係 

 

 

(2)式と(3)式より，地盤改良前の N=5 以下の原地盤

設計値 ko= 9.3MN/m３に対し 5 倍の k= 47.8MN/m３と

設定した。 

設計で設定した複合地盤強度の現場確認のため，

CDM 改良柱固結後のコアボーリングによる一軸圧

縮試験を実施した．その結果，橋台の CDM 供試体

の材令 28 日の一軸圧縮強さは深さ 1/β の 4 点の平

均値で qup'= 408kN/m2が得られた．この値は設計一

軸圧縮強さ qup= 200kN/m2の 2 倍である．一般に，

深層混合処理工では改良柱の一軸圧縮強さの実測値

が設計値を上回ることが多いのは，当初設計値が室

内配合試験値の 3 倍程度とするなど比較的安全側に

設定されるためである．その結果，改良柱の一軸圧

縮強さ qup' から求められる複合地盤実測値

k1 は複合地盤設計値 k=47.8MN/m３対し k1=107.0MN/m３

と設定される．この関係は改良柱の一軸圧縮強さの

実測値と設計値の比と同等である． 

現場杭水平載荷試験の結果得られた水平荷重 H
と杭頭変位量 y の関係を図－6 に示す．実測された

H～y の関係には，ひずみ依存による非線形性が表

れている。図－6 には，地盤改良前の原地盤設計値

ko 値，複合地盤設計値 k および改良体の実際の一

軸圧縮強さから求めた複合地盤実測値 k1 を用いて

(4)式で示す線形弾性地盤反力法 5)により算定した H
～y の関係を合わせて示す． 

 

y = 〔eβx (C1cosβx+C2sinβx)+  
e-βx (C3cosβx+C4sinβx)〕/2EIβ3   (4) 
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図－７ 水平載荷試験の杭曲げ応力分布 

 
 

ここに，C1,C2,C3,C4：積分定数，x：深さ位置

(m)を表す． 

水平載荷試験より得られた H～y 関係は，杭頭変

位量が約 2mm の範囲までは非常に大きな剛性を示

し，この区間における実測値 k2=2700～7500MN/m3

となり，原地盤実測値 ko= 9.3 MN/m3や複合地盤設

計値 k=47.8 MN/m3 よりも大きな値が得られてい

る．杭頭変位量 y がさらに増え続けると H～y 関係

には顕著な非線形性を示し，杭経 1%の基準変位量

12mm に相当する水平方向地盤反力係数 k2 は複合

地盤実測値 k1=107.0MN/m３に合致する． 

現場杭水平載荷試験で計算値 k2 が実測値 k1 に合

致した水平載荷重 Hmax=1800kN の実測杭曲げ応力

を，原地盤設計値 ko と複合地盤実測値 k1 の地盤反

力を用いて線形弾性地盤反力法で算定した計算曲げ

応力と合わせて図－7 に示す．実測曲げ応力は弾性

的な分布状態を示し、その最大値は許容値以下で

1/βの複合地盤内の深さ 2m 位置にある．複合地盤

杭の実測値 k1 を用いた計算曲げ応力は，実測値に

対して最大値に若干の差はあるが実務上容認できる

ものと考えられ，原地盤設計値 ko からの算定値と

は異なり曲げ応力分布はほぼ合致した． 

その結果，複合地盤杭工法の提案した設計法の妥

当性が概ね検証されたものと考える． 

５．まとめ 

 

本論文では，建設コストの有効活用のための新技

術として，杭と複合地盤を合理的に併用する複合地

盤杭工法を提案した．検討の結果，以下の知見が得

られた． 

 

(1)深層混合処理工により形成した複合地盤に杭を

施工し増加した改良強度を水平抵抗として反映す

る複合地盤杭工法は，現場条件によっては建設コ

スト縮減が可能な有用な手法と考えられる． 

 
(2)実橋を対象とした現場の杭水平載荷試験結果よ

り，杭の水平地盤反力度を複合地盤の増加せん断

強度 C から設定し，水平抵抗の影響範囲を深さ

1/β から受働土圧の作用勾配θ=(45°+φ/2)で立ち

上げた領域とする提案設計法の妥当性が概ね実証

的に検証された． 

 

基礎構造物の設計法は性能規定基準の導入に伴

い，今回の複合地盤杭工法と同様な新技術・新工法

が広く提案されていくことが考えられる． 

本論文では、建設コストの有効活用の一例とし

て，土木の実務者の立場から複合地盤杭工法の設計

法と採用事例を紹介した．今後，提案される多くの

新手法に対しても，一定の実検証をおこない建設工

事へ有効活用していくことが重要と考える． 
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